
 

第２回 能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部会議 

 

  日 時  令和６年２月 14日（水）11時 40分～ 

    場 所    災害対策本部室 

 

 

議事次第 

 

１．報告事項 

 （１）令和６年能登半島地震の被災状況 

 

 （２）政府、全国知事会、関西広域連合等の対応 

 

 （３）奈良県の被災地支援状況 

 

（４）支援等を通じた被災地の課題 

 

２．協議事項 

 （１）被災地支援の今後の方向性 

 



能登半島地震 奈良県被災地支援対策本部 本部員 

役職 職 氏名 

本部長 知事 山下  真 

副本部長 副知事 村井  浩 

副本部長 副知事 湯山  壮一郎 

本部員（事務局長） 危機管理監 松田  浩之 

本部員 総務部長 岡野  年秀 

本部員 知事公室長 吉井  昭彦 

本部員 南部東部振興監 藤井  純一 

本部員 文化・教育・くらし創造部長 舟木  豊  

本部員 こども・女性局長 西村  高則 

本部員 福祉医療部長 山中  淳史 

本部員 医療・介護保険局長 森川  東 

本部員 医療政策局長 筒井  昭彦 

本部員 水循環・森林・景観環境部長 野田  純一 

本部員 産業・観光・雇用振興部長 森本  壮一 

本部員 観光局長 谷垣  裕子 

本部員 食と農の振興部長 乾   新弥 

本部員 県土マネジメント部長 清水  将之 

本部員 地域デザイン推進局長 谷垣  孝彦 

本部員 会計局長 桐田  健吾 

本部員 水道局長 西野  浩行 

本部員 教育長 吉田  育弘 

本部員 警察本部長 安枝  亮 
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Nara Prefecture

奈良県

出典 石川県災害対策本部員会議（令和６年２月13日）資料抜粋

１ 報告事項

（１）令和６年能登半島地震の被災状況



（１）令和６年能登半島地震の被災状況
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Nara Prefecture

奈良県

出典 石川県災害対策本部員会議（令和６年２月13日）資料抜粋



１ 政府の対応
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奈良県（２）政府、全国知事会、関西広域連合等の対応

・１月１日17時30分 「令和６年能登半島地震特定災害対策本部」設置

・１月１日22時40分 「令和６年能登半島地震非常災害対策本部」設置

・１月１日23時22分 「令和６年能登半島地震非常災害現地対策本部」設置

・１月１日 新潟県、富山県、石川県及び福井県は35市11町1村に災害救助法適用を決定

・１月６日 石川県は、全域（19市町）に被災者生活再建支援法の適用を決定

・１月11日 「令和六年能登半島地震による災害についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に

関する政令」、「令和六年能登半島地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用す

べき措置の指定に関する政令」を閣議決定

・１月19日 「令和六年能登半島地震による災害についての非常災害の指定に関する政令」を閣議決定

・２月１日 令和６年能登半島地震復旧・復興支援本部（第１回）

・２月２日 富山県は、全域（15市町村）に被災者生活再建支援法の適用を決定

２ 全国知事会、関西広域連合等の対応

・１月２日13時00分 関西広域連合災害対策支援本部設置

・１月２日14時00分 全国知事会緊急広域災害対策本部設置

・１月４日 第１回関西広域連合災害対策支援本部会議

・支援方針の決定、現地支援本部の設置、カウンターパート（対口支援）先の決定

支援方針：全国知事会及び関西広域連合が連携し、物資支援を継続して実施

全国知事会及び中部ブロック、関西広域連合、指定都市市長会等が連携し、

カウンターパート方式による被災市町に対する支援を実施

・１月25日 第２回関西広域連合災害対策支援本部会議

・支援の今後の方向性を確認等



（３） 奈良県の被災地支援状況
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奈良県

【派遣実績】

１ 人的支援

： 延べ１５２名（県職員：延べ６３名、市町村職員：延べ８９名）

： 延べ１３６隊５５０名

： 延べ１５チーム６９名

： 延べ２３名

： 延べ１０８名

職 員

緊急消防援助隊

Ｄ Ｍ Ａ Ｔ

保 健 師 等

警察災害派遣隊等

＊令和６年２月14日現在

項　　目 支　　　援　　　内　　　容 実施主体等

職員派遣

（関西広域連合リエ

ゾン）

１月　４日～　７日　　関西広域連合現地支援本部（石川県庁内）へ県職員２名を派遣

１月１６日～１９日　　関西広域連合現地支援本部（石川県庁内）へ県職員２名を派遣

２月　６日～　９日　　関西広域連合現地支援本部（石川県庁内）へ県職員２名を派遣

県

１月１０日～１６日　　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第１陣として県職員２名を派遣

１月１２日～１８日　　穴水町役場へ建物被害認定調査員(第１班）として県職員５名を派遣

１月１６日～２２日　　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第２陣として県職員３名を派遣

１月１８日～２５日　　穴水町役場へ建物被害認定調査員（第２班）として市町村職員１０名を派遣

１月２２日～２８日　　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第３陣として県職員３名を派遣

１月２２日～２９日　　穴水町役場へ罹災証明発行受付職員（第１班）として市町村職員２名を派遣

１月２４日～２月１日　穴水町役場へ避難所運営職員（第１班）として県職員６名を派遣

１月２６日～２月１日　穴水町役場へ建物被害認定調査員（第３班）として市町村職員１０名を派遣

１月２８日～２月３日　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第４陣として県職員３名を派遣

１月２９日～２月５日　穴水町役場へ罹災証明発行受付職員（第２班）として市町村職員２名を派遣

１月３１日～２月８日　穴水町役場へ避難所運営職員（第２班）として市町村職員６名を派遣

１月３１日～２月４日　穴水町役場へ被災者生活再建支援制度窓口職員（第１班）として市町村職員３名を派遣

１月３１日～２月４日　穴水町役場へ応急仮設住宅受付職員（第１班）として市町村職員４名を派遣

２月　１日～２月８日　穴水町役場へ建物被害認定調査員（第４班）として市町村職員１０名を派遣

２月　３日～　９日　　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第５陣として県職員４名を派遣

２月　５日～　９日　　穴水町役場へ被災者生活再建支援制度窓口職員（第２班）として市町村職員３名を派遣

２月　５日～　９日　　穴水町役場へ応急仮設住宅受付職員（第２班）として市町村職員４名を派遣

２月　５日～１２日　　穴水町役場へ罹災証明発行受付職員（第３班）として市町村職員２名を派遣

２月　７日～１５日　　穴水町役場へ避難所運営職員（第３班）として県職員６名を派遣

２月　８日～１５日　　穴水町役場へ建物被害認定調査員（第５班）として市町村職員１０名を派遣

２月　９日～１５日　　穴水町役場へリエゾン（情報連絡員）第６陣として県職員３名を派遣

２月１０日～１４日　　穴水町役場へ被災者生活再建支援制度窓口職員（第３班）として市町村職員３名を派遣

２月１０日～１４日　　穴水町役場へ応急仮設住宅受付職員（第３班）として市町村職員４名を派遣

２月１２日～１９日　　穴水町役場へ罹災証明発行受付職員（第４班）として市町村職員２名を派遣

２月１２日～１８日　　穴水町役場へ建物被害認定調査員として県職員５名を派遣

２月１４日～２１日　　穴水町役場へ避難所運営職員（第４班）として市町村職員６名を派遣

県

市町村（奈良市、大和高田

市、大和郡山市、天理市、

橿原市、桜井市、五條市、

御所市、生駒市、香芝市、

葛城市、宇陀市、山添村、

斑鳩町、三宅町、田原本

町、上牧町、王寺町、広陵

町、十津川村）

職員派遣

（穴水町カウンター

パート支援）

※活動期間を記載
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奈良県
（３） 奈良県の被災地支援状況

１ 人的支援（続き）

＊令和６年２月14日現在

項　　目 支　　　援　　　内　　　容 実施主体等

緊急消防援助隊

１月　１日～　４日　統合機動部隊及び奈良県大隊第１陣併せて３３隊１２３名を石川県へ派遣

１月　３日～　６日　奈良県大隊第２陣３３隊１２０名を石川県へ派遣

１月　５日～　８日　奈良県大隊第３陣３２隊１１６名を石川県へ派遣

１月　７日～１０日　奈良県大隊第４陣３２隊１１７名を石川県へ派遣（別途１月９日に３隊６５名を追加派遣）

１月１０日～１３日　航空後方支援小隊第１陣１隊３名を石川県へ派遣

１月１３日～１６日　航空後方支援小隊第２陣１隊３名を石川県へ派遣

１月１６日～２０日　航空後方支援小隊第３陣１隊３名を石川県へ派遣

県

奈良県広域消防組合

奈良市消防局

生駒市消防本部

ＤＭＡＴ

（災害派遣医療チー

ム）

１月　４日～　７日　７チーム３２名が、石川県立中央病院や石川県庁において、病院の診療支援や石川県庁保健

　　　　　　　　　　医療福祉調整本部の活動を支援

１月１０日～１４日　３チーム１４名が、石川県立中央病院での診療支援や患者の搬送業務を支援

１月１４日～１７日　３チーム１５名が、石川県立中央病院での診療支援を実施

１月１７日～２１日　１チーム４名が、いしかわ総合スポーツセンターで避難患者の受入及び搬送業務を実施

１月２１日～２５日　１チーム４名が、いしかわ総合スポーツセンターで避難患者の受入及び搬送業務を実施

県

DMAT指定病院

保健師等派遣

１月１３日～１９日　能登町へ県職員４名（第１班）を派遣

１月１８日～２５日　能登町へ県職員４名（第２班）を派遣

１月２３日～２９日　能登町へ県職員３名（第３班）を派遣

１月２８日～2月3日　能登町へ県職員３名（第４班）を派遣

２月　２日～　８日　能登町へ県職員３名（第５班）を派遣

２月　７日～１３日　能登町へ県職員３名（第６班）を派遣

２月１２日～　　　　能登町へ県職員３名（第７班）を派遣

県

職員派遣

（被災建築物応急危

険度判定）

１月１２日～１６日　穴水町へ県職員４名と生駒市職員２名を応急危険度判定士として派遣

１月１３日～１７日　穴水町へ県職員２名と輪島市へ奈良市職員２名を応急危険度判定実施本部の支援として派遣

１月１５日～１９日　穴水町へ県職員２名、奈良市職員２名、橿原市職員２名を応急危険度判定士として派遣

１月１９日～２２日　輪島市へ県職員２名を応急危険度判定実施本部の支援として派遣

県

市町村（奈良市、橿原市、

生駒市）

職員派遣

（被災宅地危険度判

定）

２月１２日～　　　　内灘町へ県職員３名を被災宅地危険度判定士として派遣 県

警察災害派遣隊等

１月　３日～　５日　警察航空隊（航空機１機）を石川県へ派遣

１月　４日～　８日　広域緊急援助隊（警備部隊）等を石川県へ派遣

１月　６日～１５日　特別生活安全部隊を石川県へ派遣

１月１３日～２０日　緊急災害警備隊等を石川県へ派遣

１月１４日～１９日　警察航空隊（航空機１機）を石川県へ派遣

１月１４日～２５日　特別自動車警ら部隊を石川県へ派遣

１月２５日～３１日　特別機動捜査部隊及び防犯カメラ設置部隊を石川県へ派遣

１月２７日～2月5日   特別生活安全部隊を石川県へ派遣

１月２８日～2月2日   広域緊急援助隊（交通部隊）を石川県へ派遣

２月　５日～　　　　特別自動車警ら部隊を石川県へ派遣

２月　６日～１２日　防犯カメラ設置部隊を石川県へ派遣

２月　９日～　　　　特別機動捜査隊を石川県へ派遣

２月１４日～　　　　特別生活安全部隊を石川県へ派遣

県警察

林学職員派遣（治山

施設及び山地災害危

険地区等の被害状況

調査）

２月　５日～１６日　全国知事会から要請があり、石川県（奥能登農林総合事務所管内）へ県職員１名を派遣 県

職員派遣

（応急仮設住宅の建

設に係る業務支援）

２月１２日～１９日　　石川県庁へ県職員３名を応急仮設住宅の建設に係る業務支援のため派遣 県
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奈良県（３） 奈良県の被災地支援状況

２ 物的支援

３ その他の支援

項　　目 支　　　援　　　内　　　容 実施主体等

義援金受付

１月　５日　日本赤十字社奈良県支部における義援金受付を県ホームページで周知

１月　９日　県庁舎等８箇所に募金箱を設置

　　　　　　共同募金会における義援金受付を県ホームページで周知

県

日本赤十字社奈良県支部

共同募金会

被災者受け入れ住戸

の提供

１月１１日　令和６年能登半島地震被災者に対し、県営住宅２０戸の提供開始

　　　　　　あわせて、生活物資等を提供
県

生活福祉資金貸付
１月１１日　県社会福祉協議会及び県内市町村社会福祉協議会において、県内への避難世帯に対する生活福祉資金

　　　　　　貸付（緊急小口資金）の特例貸付の受付を開始

県社会福祉協議会

市町村社会福祉協議会

給水車派遣 １月２５日　給水車１台、職員２名を能登町へ派遣（１月２９日帰県） 県

ふるさと納税代理寄

付受付
２月　１日　穴水町へのふるさと納税の代理寄付受付開始（３月３１日まで） 県

寄付金の拠出
奈良県営競輪場で令和６年能登半島地震復興支援競輪「奈良競輪開設７３年周年記念　春日賞争覇戦」を開催（２

月２２日から同２５日まで）し、収益金の一部を（公社）全国競輪施行者協議会を通じて寄付する。
県

【配送実績】 飲料水 ６０，０００リットル、携帯トイレ ７，５００個、ブルーシート １，０００枚、食糧 ３７，９６６食、

大人用おむつ １００枚、液体ミルク ４４０缶、ボディシート ９６個

項　　目 支　　　援　　　内　　　容 実施主体等

物資支援

１月　４日　石川県からの要請を受け、ならコープにより県が備蓄している飲料水３０，０００リットルを配送

１月　５日　石川県からの要請を受け、県トラック協会により県が備蓄している飲料水３０，０００リットル、

              　  携帯トイレ７，５００個、ブルーシート１，０００枚、レトルト食品１３，５００食、大人用おむつ

　　　　　　１００枚を配送

１月１６日　穴水町からの要請を受け、県トラック協会等により、県内１１市町村が備蓄しているアルファ米

　　　　　　１０，０００食、液体ミルク４４０缶、パン（保存用）８，２９６食、レトルト食品６，１７０食、

                    ボディシート９６個を配送

県

ならコープ

県トラック協会

市町村（大和郡山市、橿原

市、桜井市、御所市、生駒

市、葛城市、平群町、三宅

町、曽爾村、明日香村、上

牧町）

＊令和６年２月14日現在
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建物被害認定調査

罹災証明書交付

避難所運営支援

奈良県からの被災地支援状況

被災者生活再建支援制度窓口
応急仮設住宅受付

【警察災害派遣隊等】

（珠洲市、能登町等）

Nara Prefecture

奈良県

地図：関西広域連合ホームページ

【物資支援】

（七尾市、羽咋市、かほく市、
内灘町、志賀町、穴水町）

【被災地へのリエゾン派遣】

穴水町カウンターパート支援

はくいし

羽 咋 市

かほく市

うちなだまち

内 灘 町 （輪島市、穴水町）

【被災建築物応急危険度判定】

関西広域連合現地支援本部
（石川県庁）

【被災地へのリエゾン派遣】

（現地支援調整本部）

【給水車派遣】

（能登町）

【保健師派遣】

（能登町）

【緊急消防援助隊】

（輪島市）

【航空後方支援】

（小松市、志賀町）

【ＤＭＡＴ】

（金沢市等）

＊令和６年２月14日現在。その他、被災宅地危険度判定、林学職員派遣、応急仮設住宅の建設に係る業務支援を実施。



Nara Prefecture
奈良県

４ 応援職員の活動概要

【派遣概要】

関西広域連合現地支援本部派遣リエゾン

被災地状況、支援ニーズ等を把握し、関係機関等と連携・調整を図り、適切な支援を実施するため、関西広域連合

現地支援本部（石川県庁）へリエゾン（情報連絡員）を派遣するとともに、カウンターパート支援先である穴水町にリエ

ゾンを派遣

① 被災地へのリエゾン（情報連絡員）派遣

政府現地対策本部との打合せ
（石川県庁）

現地支援調整（穴水町）

１．現地支援における課題等

〇発災初期からの活動環境の確保

・移動手段、移動ルート

・インターネット通信

・活動拠点（宿泊場所）

２．支援継続のための今後の課題等

〇人員・活動環境の確保

〇市町村、関係団体、民間企業等との連携継続

〇被災自治体の業務体制構築に向けた支援

（３） 奈良県の被災地支援状況

・活動期間 令和６年１月４日～

・派遣人数 県職員６名

・業務概要

関西広域連合からの支援を速やかに実施

するため、被害状況、支援ニーズ等の応援

に必要な情報収集等を行うとともに、所要の

調整を実施

8

【活動状況】 【支援課題等】

現地支援調整本部派遣リエゾン

・活動期間 令和６年１月９日～

・派遣人数 県職員１８名

・業務概要

穴水町への支援を速やかに実施するため、

被害状況、支援ニーズ等の応援に必要な情報

収集等を行うとともに、所要の調整を実施

被災していない教室内で就寝
（日本航空大学校）

＊令和６年２月14日現在
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Nara Prefecture
奈良県

・活動期間 令和６年１月１１日～

・派遣人数 県職員１０名、市町村職員４０名

・活動期間 令和６年１月２２日～

・派遣人数 市町村職員８名

・活動期間 令和６年１月３１日～

・派遣人数 市町村職員９名

・活動期間 令和６年１月３１日～

・派遣人数 市町村職員１２名

・活動期間 令和６年１月２３日～

・派遣人数 県職員１２名、市町村職員１２名

② 穴水町カウンターパート支援のための職員派遣

１．現地支援における課題等

(1)共通

〇災害対応訓練や研修（備え）

○派遣人員の確保

○宿泊施設の確保・環境整備

〇道路寸断・積雪等に対する移動手段の確保

○通信の確保

(2)被災者生活再建

○積雪による建物被害認定調査の進捗遅延

○判定結果に対する被災者への説明

○被災者の状況に応じた支援制度の案内

(3)避難所運営支援

○避難所の運営方法の確立・維持

○衛生的な環境の維持

○高齢者等の生活支援が必要な方への対応

２．支援継続のための今後の課題等

〇人員、宿泊施設、移動手段の確保

○被災者の状況に応じた対応

○各種調査・給付等の迅速な実施

【派遣概要】 ・総務省の「応急対策職員派遣制度」による総括支援団体である静岡県、対口支援団体の栃木県、福岡県と協力して、

被災地ニーズを把握（福岡県が2月18日から追加）

・穴水町からの応援要請に基づいて、災害対応に関する業務への支援を実施

○被災者生活再建

○避難所運営

４ 応援職員の活動概要

（３） 奈良県の被災地支援状況

建物被害認定調査

罹災証明書交付業務

【活動状況】 【支援課題等】

建物被害認定調査業務

罹災証明書交付業務

被災者生活再建支援制度窓口業務

応急仮設住宅受付業務

避難所運営支援業務

＊令和６年２月14日現在



【派遣概要】 ・被災県からの応援要請に基づき、厚生労働省による保健師等広域応援派遣調整により保健師等を派遣

・災害関連死を防ぐことを目的に、避難所等における住民の健康管理等に関する必要な指導、助言を実施

Nara Prefecture
奈良県

第１班

・活動期間 令和６年１月１３日～１月１９日

・派遣人数 県職員４名（保健師３名、事務職１名）

・業務概要

○避難所巡回

生活環境および医療・介護ニーズの把握

1.5次避難所への移動説明

③ 保健師派遣

能登町役場での打ち合わせ（能登町）

避難所における避難者の健康観察
（能登町）

１．現地支援における課題等

(1)被災者の支援課題

○避難所における感染症蔓延防止

○生活不活発病の予防

○介護サービス受給者の早期再開

○在宅避難をしている要支援者の把握

(2)支援実施にかかる課題

○活動拠点（環境）の確保

○積雪等、荒天での運転

○支援者の生活物資の確保

２．今後の支援の課題

〇支援継続のための人的確保

〇フェーズに応じた活動内容の見直し

〇通信手段の多重化

個別訪問による健康確認（能登町）

第２班

・活動期間 令和６年１月１８日～１月２４日

・派遣人数 県職員４名（保健師３名、事務職１名）

・業務概要

○避難所巡回

1.5次、2次避難所への意向確認

栄養アセスメント

コロナ感染者の健康状況確認、感染拡大防止対策対応

第３班

・活動期間 令和６年１月２３日～１月２９日

・派遣人数 県職員３名（保健師２名、事務職１名）

・業務概要

○避難所巡回、個別訪問

避難所における環境改善

運動不足解消のための体操等の勧奨

４ 応援職員の活動概要

（３） 奈良県の被災地支援状況

【活動状況】 【支援課題等】

10
＊令和６年２月14日現在
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Nara Prefecture
奈良県

【派遣概要】

・活動期間

第１陣 １月１３日～１５日（穴水町）

第２陣 １月１６日～１８日（穴水町）

※穴水町の判定活動は1月１８日で終了

・派遣人数

第１陣 ６名（県職員４名、生駒市職員２名）

第２陣 ６名（県職員２名、奈良市職員２名、橿原市職員２名）

・業務概要 被災建築物応急危険度判定活動

第１陣 計１５８棟判定 うち危険判定９０棟（約５７％）

第２陣 計 ８２棟判定 うち危険判定３６棟（約４４％）

被災建築物を調査し、その危険度を判定することで二次的災害を防止する被災建築物応急危険度判定について、

石川県穴水町及び輪島市に、県１０名、奈良市４名、橿原市２名、生駒市２名の延べ１８名の建築技術職員を派遣し、

判定活動及び実施本部業務の支援を実施

④ 被災建築物応急危険度判定に係る職員派遣

判定活動支援（穴水町）

実施本部業務支援（穴水町）

・活動期間

第１陣 １月１４日～１６日（穴水町・輪島市）

第２陣 １月２０日～２１日（輪島市）

※輪島市の判定活動は1月２１日で終了

・派遣人数

第１陣 ４名（穴水町へ県職員２名、輪島市へ奈良市職員２名）

第２陣 ２名（県職員２名）

・業務概要 応急危険度判定の実施本部業務支援

現地の状況等と今後の課題

〇建築物について

・旧耐震基準で建てられた古い建築物が多く、倒

壊等の被害が甚大

・過去の判定実績に比べて、今回の危険判定の

割合は高い（石川県全域で約40％が危険判定）

➢本県においても、石川県と同様に、特に過疎部に

おける高齢化等を理由とした耐震化の遅れが重

要な課題と認識

〇通行ルートについて

・通行可能とされる道路であっても損傷が激しい箇

所が多数あり、又積雪の影響もあることから、移

動の支障となる場面が多数

○活動環境について

・上下水道が不通、執務室（寝袋）での宿泊など、

身体的負担がある環境

➢断水、停電、道路の亀裂、積雪、不安定な通信環

境等、被災地における最悪の状況を想定した派

遣準備が必要

➢本県が被災した際に備えて、他府県等からの応

援を円滑に受け入れる体制の整備が必要

【活動状況】 【支援課題等】

４ 応援職員の活動概要

（３） 奈良県の被災地支援状況

＊令和６年２月14日現在

判定活動支援

実施本部業務支援
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（４） 支援等を通じた被災地の課題

① 高齢化が進むなか、耐震化率が低い地域で、家屋倒壊による死者が多数発生

② 土砂崩れ、液状化等により、孤立集落が多数発生、一ヶ月以上の断水・停電発生

道路の陥没（穴水町）

石川県の状況

・高齢化率 ３０．３％

（輪島市 ４７．９％、珠洲市 ５２．８％、穴水町 ５０．３％）

・住宅の耐震化率 約８２％

（輪島市 約４５％、珠洲市 約５１％、穴水町 約４８％）

・能登半島地震の死者 ２４１人（２月１３日時点）

氏名が公表された方 １２９人のうち、

家屋倒壊による死者 １１１人（８６％）、うち高齢者 ８２人

（参考）

・高齢化率

奈良県 ３２．４％

（過疎地域 ４４．４％）

全国 ２９．０％

・住宅の耐震化率

奈良県 約８７％

（過疎地域 ６０％以下が多数）

全国平均 約８７％

家屋の倒壊（穴水町）

石川県の状況

・孤立集落 一時最大２４地区、３，３４５人が孤立（１月８日時点）

・断水 約４０，０７０戸（輪島市 ほぼ全域、、珠洲市 ほぼ全域、穴水町 約２，０００戸）（２月２日時点）

・停電 約 ２，１００戸 （輪島市 約１，２００戸、珠洲市 約７５０戸、穴水町 約４０戸）（２月２日時点）

（参考） 奈良県においても、大規模地震により県南部の道路で斜面災害等が発生した場合、

住民や道路の通行者等が孤立化することも想定される

＊高齢化率（65歳以上が人口に占める割合）は、全国・都道府県数値は総務省統計局「人口推計」（令和4年）、石川県内市町数値は「いしかわ統計指標ランド」（令和4年）
＊耐震化率（推計値）は、全国数値は国土交通省（平成30年）。石川県ホームページ（平成30年度時点）、奈良県（令和2年時点）・輪島市（令和元年時点）・珠洲市（平成30年度末時点）・穴水町（令和元年度時点）の各「耐震改修促進計画」
＊能登半島地震の死者は消防庁公表値、氏名が公表された死者の死因（１月25日時点） ・避難者数・登録実績は石川県公表資料。
＊災害関連死…震災後による死者以外で、震災後に災害による負傷の悪化または身体的負担による疾病のため死亡したと思われる死者数。
東日本大震災の震災関連死者数は復興庁公表資料（令和5年）、死者・行方不明者数は警察庁公表資料（令和5年）。熊本県「震災関連死の概況について」（平成30年）、「平成２８年熊本地震に関する被害状況について」（令和6年）

③ 被災者の災害関連死を防止するため、ホテルなどへの２次避難の促進

Nara Prefecture

奈良県

石川県の状況 ・避難者数 一時最大３４，１７３人（１月４日時点）

・自宅の復旧や仮設住宅等への入居までの間、被災者の生活環境を確保するための２次避難者数 累計７，１６５人（２月１３日時点）

・避難所以外の避難者を対象に、今後の支援のため連絡先等の登録窓口を開設 登録実績１０，２７７人（２月７日時点）

（参考） 震災による死者のうち、災害関連死の死者の割合は、東日本大震災（2011年）約２０．５％、熊本地震（2016年）約７２．１％
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Nara Prefecture

奈良県２ 協議事項

（１） 被災地支援の今後の方向性

○ 被災者ニーズに応じたきめ細やかな支援

○ 国や全国知事会等と連携した物資支援ニーズへの対応

避難所運営支援（夜間対応を含む）、罹災証明交付 等

○ カウンターパート先（穴水町）の業務を積極的に支援

ふるさと納税の代理受付、中長期にわたる職員派遣 等

○ 被災地に派遣する職員等の確保及びケア・フォロー

① 全庁体制による被災地支援の継続

② 避難者対応を中心とした支援の継続

③ 被災自治体の業務体制構築のための支援

④ 県内市町村、国、全国知事会、関西広域連合等と連携

⑤ 能登半島地震の支援を通じて得られる知見や課題を共有

○ フェーズに応じた支援の実施
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（参考）

「令和6年能登半島地震における派遣職員の帰任報告」を実施

Nara Prefecture

奈良県

日時 ： 令和６年１月２４日（水）

内 容：各派遣者から、活動内容・現地の状況を報告

① 職員派遣（現地派遣リエゾン）

②職員派遣（穴水町カウンターパート支援）

③保健師等派遣（能登町健康管理等支援）

④ 職員派遣（被災建築物応急危険度判定）

今後も、被災地への職員派遣の経験や、各種支援を通じた課題を共有

〇活動内容や現地の状況、今後

の課題などを報告

〇活動の実施にあたって、道路、

水道、宿泊拠点、トイレなどイン

フラ状況を説明

④ 職員派遣（被災建築物応急危険度判定）③ 保健師等派遣（能登町健康管理等支援）


